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平成２６年度第８回庁議 会議録 

 

 

[日 時]  平成２６年２月１４日（金） ９時～１０時２０分  

    

[場 所] 本庁応接会議室  

 

[出席者] 市長、副市長、教育長及び各部局長   

    

[会次第] 

１ 市長あいさつ 

 

２ 議題 

（１）市議会定例会提出議案について             （関係部局） 

    会派説明報告 (企画部・市民部・福祉部・経済部・建設部) 

 

（２）市税の歳入見込みについて               （総務部） 

（３）平成２６年度施政方針（案）について          （企画部） 

 

 

３ 連絡事項 

（１）平成２６年度の定員管理計画について           （総務部） 

 

 

 

１ 市長あいさつ 

おはようございます。 

  本日の庁議議題にもありますように、市議会定例会が、２月２４日に開会予定です。会派説明に

ついては、一昨日から本日午後にかけて開催され、そこでも質疑応答があったと思いますが、市議

会に向けて、各部局、質問が予想される項目については事前に準備するなど、遺漏のない対応をお

願いします。 

 

 

２ 議 事   

市議会定例会提出議案について  
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市   長 

 

 

企画部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは、議事に入る。市議会定例会提出議案についての説明の前に、企画

部、市民部、福祉部、経済部、建設部から会派説明の報告をお願いする。 

 

企画部からは、平成２６年度当初予算及び平成２５年度２月補正予算と総合

文化施設の２項目について会派説明を行った。 

まず、地産食材六次産業化推進事業費について、給食食材として納入すると

のことだが、この事業により、現在、給食食材を卸している業者が商売として

なりたたなくなるおそれがあるが、そのあたりの兼ね合いはどうか。 

次に、エンゼルヘルパー派遣事業費について、１０回を限度とのことだが、

この数はどこからきたのか。都市計画策定費で駅南地区整備計画策定とあるが、

協議会の答申が出たから策定するのか。３２街区は活用が見通せているので購

入するのか。新居浜市耕作放棄地解消促進事業費だが、大型トラクター購入を

補助して耕作放棄地を耕すということだが、土地の所有者にも利用負担がかか

り、今まで放っているところを耕すからお金を出せといってもなかなか出さな

いと思うが、その辺りはつめているのか。防災拠点施設建設推進費だが、水道

局はどうなっているのか。ふるさと応援寄附金推進費だが、米子市は「がいな

よなご応援基金」に寄附金を入れてそこからＰＲ費を出しているがどうか。市

有財産整備費だが、媒介手数料は３２街区以外に大きなものを想定しているの

か。 総合運動公園推進費について事業年度等大筋は決まっているのか。定住人

口拡大推進費について２５年度の実績は。対象者についてもう少し緩和するこ

とはできないのか。庁舎敷地内コンビニ誘致事業について、誘致後市役所利用

者への駐車場代替地は考えているのか。コンビニ誘致後売店はどうなるのかと

いう質問が出された。 

また、子育て用品リユース・リース補助事業費について、全国的に実施して

いるが、リユースは利用率が少ない。地域子育て支援拠点のような施設を利用

し、必要な方に必要な分を提供し活用できるような今後の活動にしていただき

たいとの意見が出された。 

次に、総合文化施設については、美術館の展覧会を開催するには２千万円で

は足りないと思う。となるとまだまだ経費は増える方向になるのではないか。 

建設にかかわる経費が説明のたびに増えていくイメージがあるとの意見が出さ

れた。 

また、小学生や中学生などへアプローチをしていくとのことだが、そこには

事業費が発生するのではないかという質問が出された。 

美術館については、学芸員の専門的な高い能力が必要でありそういう人を雇

うのは経費がかかる。必要な経費については、提示した積算であっているのか

疑問である。開示した数字にしばられていると思うので、この際再計算して、
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市民部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実際に係る経費を出してほしい。すでに説明をいただいている数字はもちろん

尊重しなければいけないが、実際にやってみると想定外の経費も必ず出てくる

し、必要なものは必要である。不確定要素もあります、と言ったほうがよいの

ではないかという意見が出された。 

また、美術館の人員体制はどのように考えているのか。美術館やその他の施

設にはそれぞれ設置すべき人材があると思う。そういう人材をおけるものなの

かという質問が出された。 

 

市民部からは、地域コミュニティ再生に伴う事業について会派説明を行った。

ＬＥＤ防犯灯に取り替えるときに、主要道路の何箇所かに１箇所ごとに防犯 

カメラを併用することができるのかどうか検討する必要があるのではないか。 

今までの「魅力あふれる地域コミュニティ創生事業」６３０万円はなくなるの

か。今まではつかみあてがいであったが、こういう事業をするからお金をくだ

さいということになったのか。全部ＬＥＤにした自治会があるが、救済してく

れるのか。業者が取り替えた後の管理は、どうするのか。 

また、自治会で書類の書き方やどのような事業に取り組むのかわからない場

合もあるため、事業例の提示チラシをうまく作るとか、書類の書き方の丁寧な

説明とか、制度の内容を丁寧に教えてほしいという意見が出された。 

 

 経済部からは、中小企業の振興及び企業立地の促進について会派説明を行っ

た。 

新居浜市中小企業振興条例の新事業展開事業及び新居浜市企業立地促進条例

の成長分野促進奨励金について、企業の新しい事業への参入は最低１億円かか

るが、少額の補助で新事業をする企業があるのかとの質疑に対し、補助金額の

多い国の補助制度等もあるので、それらを活用するための足掛かりとして、市

の制度を利用してもらいたいと回答。 

中小企業振興条例の雇用促進事業と企業立地促進条例の雇用促進奨励金があ

るが、重複して支出するのかとの質疑に対し、企業立地促進奨励金は、新規立

地を伴う場合に支出するものであるため、重複して支出はしないと回答。 

市場開拓事業及び催物事業について、新居浜ものづくりブランドに認定され

れば、販路開拓に使用する費用は助成されるのかとの質疑に対し、大型見本市

等への出展を想定しており、個別の営業活動に係る経費は対象としていないと

回答。 

基金の積立てはどれくらいを想定しているかとの質疑に対し、機械産業協同

組合の話として２００万から３００万円を想定していると回答。 

それだけでは、事業実施に必要な金額は確保されない。市としても積立てる
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建設部長 

 

 

 

 

 

 

 

福祉部長 

 

 

 

 

 

 

 

市  長 

 

建設部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

必要があると思う。えひめ東予産業創造センターと新居浜ものづくり人材育成

協会は、一本化して取り組まないと、今後組織運営自体が立ち行かなくなると

思うなどの意見も出された。 

 

建設部からは、市営住宅使用料及び市営住宅共益費の時効にかかる不納欠損

について会派説明を行った。 

その結果、使用料は以前から公債権として扱っているのか。共益費も公債権

か？共益費の督促を出していないのはなぜかという質問が出された。 

また、法的に請求できない５年を過ぎた債権は不納欠損処理した方がよい。

取れない債権をいつまでも残すことは問題があるといった質問や意見が出され

た。 

 

福祉部からは、地域コミュニティ再生に伴う事業（敬老地域ふれあい事業）

について会派説明を行った。 

敬老地域ふれあい事業は、補助金の審査もあるのか。敬老地域ふれあい事業

は、２００人の参加でも３万円か。交付先は、単位自治会ごとか。敬老地域ふ

れあい事業についてであるが、自治会員でない７０歳以上の方が自治会と別枠

でやりたい、また一緒にしてほしいという場合、自治会員でない方も対象とす

るのかなどの質問が出された。 

 

それでは、議案に沿って、建設部、消防本部と順番に説明をお願いする。 

  

建設部からは、報告２件、一般議案１件、条例議案１件について説明する。 

まず、報告第１号、「専決処分の報告」につきましては、「市営住宅明渡等請

求事件に関する調停に代わる決定について」で、本件は、平成２５年８月１４

日、市営住宅の長期家賃滞納者である入居者５人及び連帯保証人８人を被告と

して、市営住宅明渡等請求の訴えを提起しており、このうち入居者１人及び連

帯保証人２人について、同年１２月１２日に裁判所の職権により事件が調停

に付され、同月２６日、民事調停法第１７条の規定による調停に代わる決定が

行われた。 

この決定内容について、訴訟代理人と協議した結果、住宅の明渡し及び滞納

家賃等の全額支払という市の基本的な意向のうち、滞納家賃等の全額支払とい

う最低限の意向が確保されたことから、当該決定を受諾し、異議の申立てを行

わないことを、平成２６年１月７日、専決処分をし、報告するものである。 

次に、報告第２号、「専決処分の報告」については、「訴訟上の和解について」

で、本件は、先ほどの報告第１号、専決処分の報告の中で御説明した入居者５
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消防長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人及び連帯保証人８人のうち、入居者１人について、裁判所から訴訟上の和解

の勧告がなされ、滞納家賃等を全額一括で支払うことを条件に、賃貸借契約を

従来どおり継続させるという旨の和解内容が提示され、これに基づき、訴訟代

理人と協議した結果、住宅の明渡し及び滞納家賃等の全額支払という市の基本

的な意向のうち、滞納家賃等の全額支払という最低限の意向が確保されたこと

から、和解に応じることとし、平成２６年１月２０日、専決処分をし、報告す

るものである。 

次に、議案第１号、「市道路線の認定」については、今回認定しようとする路

線は、５路線で、路線番号１０６８号から１０７２号までのこれらの５路線は、

全て開発道路で寄附を受けたものである。 

なお、今回の市道路線の認定により、市道の認定路線数は１０７２路線、総

延長は約５２１kmとなる。 

次に、議案第１６号、「新居浜都市計画事業新居浜駅前土地区画整理事業施行

規程に関する条例の一部を改正する条例」の制定については、新居浜駅前土地

区画整理事業の進捗による組織機構改革に伴い、当該事業の事務所が市役所本

庁舎内に移転するため、「新居浜都市計画事業新居浜駅前土地区画整理事業施行

規程に関する条例」第５条に規定している「事務所の所在地」を「新居浜市一

宮町一丁目５番１号」に改めようとするものである。 

なお、この条例は、本庁舎で業務を開始する平成２６年４月１日から施行し

たいと考えている。 

 

消防本部からは、報告第３号並びに議案第１８号及び追加予定議案について

説明する。 

まず、報告第３号、「専決処分の報告」については、「損害賠償の額の決定に

ついて」で、本件は、平成２５年１１月９日午前１１時３０分頃、一宮町一丁

目の新居浜市消防本部庁舎前において、愛媛県所有の地震体験車のステージ扉

を収納しようとした際、当該ステージ扉がステージ横断用スロープを圧迫し、

当該スロープを破損させたことに係る損害賠償の額を決定し、平成２６年１月

２２日、専決処分をし、報告するものである。 

損害賠償の額については、当事者との協議により、車両の修理に要する費用、

「４万７，２５０円」と決定したものである。 

消防車両等における操作については、平素から取扱いマニュアルに従って作

業を行い、安全管理を徹底するよう指導しているところであるが、今後なお一

層、基本操作の励行について、周知徹底を図るとともに、強く指導していく。 

 次に、議案第１８号、「新居浜市消防本部及び消防署の設置に関する条例の一

部を改正する条例」の制定については、市町村が設置する消防本部及び消防署
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総務部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

における消防長及び消防署長の資格に関する基準については、これまで、「消防

組織法」第１５条第２項の規定により、「政令で定める資格を有する者でなけれ

ばならない。」とされているが、昨年６月に公布されました「地域の自主性及び

自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」

において、「消防組織法」の一部が改正され、当該基準が「政令で定める基準を

参酌して当該市町村の条例で定める資格を有する者」に改められたことに伴い、

条例の一部を改正しようとするものである。 

 改正の内容については、本条例に「消防長の資格」及び「消防署長の資格」

として、新たに２条を追加するとともに、それに伴う必要な条文整備を行うも

のである。 

 消防長及び消防署長の資格要件については、現状において任命が適正に行わ

れ、特段の課題が生じていないことや、これまでの任命実績等を勘案し、「政令

で定める基準」を参酌した結果、本市の実情に応じた資格要件となっている。 

 なお、この条例は、平成２６年４月１日から施行したいと考えている。 

 次に、追加予定議案、「新居浜市非常勤消防団員に係る退職報奨金の支給に関

する条例の一部を改正する条例」の制定については、今回の改正は、消防団員

等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部が改正され、同施行令

の別表に定められており、消防団員等公務災害補償等共済基金等が一部引き上

げられる予定に伴うものである。 

 条例の改正の内容については、団員での階級にある者で、勤務年数が５年以

上から１０年未満までに該当する者に支給する退職報奨金の額を、現行の額か

ら５万６千円引き上げ、その他の階級にある者については、勤務年数が５年以

上の者すべての者に支給する退職報奨金の額を、現行の額からそれぞれ５万円

引き上げようとするものである。 

 なお、この条例は、平成２６年４月１日から施行したいと考えている。 

 

総務部からは、議案第２号から議案第８号までの７件と追加提出予定の人事

議案について説明する。 

まず、議案第２号、「工事請負契約の変更」については、「新居浜市総合文化

施設建設工事」の請負契約の変更で、建設資材の調達遅延等が生じたことから、

工事期間について、「平成２５年３月２２日から平成２６年３月３１日まで」を

「平成２５年３月２２日から平成２７年１月３０日まで」に変更するものであ

る。 

次に、議案第３号、「工事施行協定の変更」については、「予讃線新居浜駅南

北自由通路新設工事」の施行協定の変更で、入札減少金が生じたことから、委

託金額を当初の１０億７,４２３万３,０００円から８，２９９万４，０００円、
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減額し、９億９，１２３万９，０００円に変更しようとするものである。 

 次に、議案第４号、「新居浜市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正す

る条例」の制定については、今回の改正は、「地方公務員の育児休業等に関する

法律の一部改正」に伴うもので、一般職の非常勤職員についても、育児休業、

部分休業を取得できるようになり、主な内容としては、第２条関係では、在職

期間など一定の要件を満たす非常勤職員には育児休業が認められることとな

り、育児休業の取得可能期間を、原則として子が１歳まで、特に必要と認めら

れる場合等には１歳６か月までとすることを規定している。 

第３条では、育児休業の取得回数は、原則１回に限られているが、１歳から

１歳６か月までの育児休業をしようとする場合などは再度の育児休業の取得を

認めることとしており、第１９条では非常勤職員の部分休業の取得について規

定している。以上が主な内容で、この条例は、平成２６年４月１日から施行し

たいと考えている。 

 次に、議案第５号、「新居浜市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例」

の制定については、今回の改正内容は、特地勤務手当の新設についてで、現在、

旧新居浜市から別子山地区に通勤している職員は、車などにかかる経済的負担

や特に冬場の通勤時の精神的負担などを強いられており、国や愛媛県の給与制

度に準じ、特地勤務手当を新設し、給料月額と扶養手当の合計額に１００分の

６を超えない範囲で、規則で定める率を乗じた額を支給しようとするものであ

る。 

なお、特地勤務手当の支給対象職員は、別子山地域以外から別子山地域の市

の出先機関等に通勤する職員とし、この条例は、平成２６年４月１日から施行

したいと考えている。 

 次に、議案第６号、「新居浜市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する

条例」の制定については、今回の改正は、国家公務員退職手当法の一部改正に

準じ、職員の年齢別構成の適正化を通じた組織活力の維持等を目的に、従来の

勧奨退職制度を廃止し、新たに、「早期退職募集制度」を導入するとともに、勤

続期間が２０年以上であり、且つ４５歳以上の職員を対象とした「定年前早期

退職特例措置」として、適用年齢の下限を４５歳とし、定年前１年につき、退

職手当の割増率を３％に拡充しようとするものである。 

この条例については、平成２６年４月１日から施行したいと考えている。 

次に、議案第７号、「新居浜市税賦課徴収条例の一部を改正する条例」の制定

については、今回の改正は、個人の市県民税の前納報奨金制度を廃止しようと

するもので、現在、前納報奨金制度は、特別徴収により徴収される納税義務者

には適用がないことから、納税義務者間に、不公平感が生じている状況となっ

ている。 
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また、愛媛県では、平成２７年度から個人住民税の特別徴収を完全実施する

予定であり、現在、県内の特別徴収義務者である事業主に対し、従業員等から

の特別徴収完全実施について周知を行っている。 

このようなことから、平成２７年度以降、特別徴収の方法による納税義務者

が、ますます増加するため、県による個人住民税特別徴収の完全実施に併せ、

前納報奨金制度を廃止しようとするものである。 

次に、第７６条の改正については、固定資産評価員の「職」及び「報酬の支

給」について明確化を図るため、今回の改正に併せて行うもので、７６条の改

正により影響を受けることとなる他の条例については、本条例の附則において

改正を行うこととしている。なお、この条例は、平成２７年４月１日から施行

し、第７６条に２項を加える改正規定及び附則第２項から第４項までの規定は、

公布の日から施行したいと考えている。 

 次に、議案第８号、「新居浜市手数料条例の一部を改正する条例」の制定につ

いては、今回の改正は、新たに固定資産に係る備付け地図の写しの交付等につ

いて、手数料１件につき３００円を徴収するため、及び「地方公共団体の手数

料の標準に関する政令」が一部改正されることに伴い、危険物規制事務に係る

手数料の額を改定しようとするものである。 

なお、この条例は、平成２６年４月１日から施行し、改正後の危険物関係の

別表第２の規定は、この条例の施行の日以後の申請等に係る手数料について適

用したいと考えている。 

次に、追加提出予定の人事議案のうち、新居浜市監査委員の選任及び新居浜

市公平委員会の委員の選任については、加藤 哲氏及び原 敏彦氏の任期満了

に伴い、新たに監査委員、公平委員会の委員の選任を必要とするため、それぞ

れ議会の同意を求めるものである。また、新居浜港務局の監事の任命について

は、神野和彦氏の任期満了に伴い、新たに監事の任命を必要とするため議会の

同意を求めるものである。 

 

企画部からは、議案第９号及び議案第１１号並びに予算議案について説明す

る。 

まず、議案第９号、「新居浜市美術品購入基金条例」の制定については、本議

案は、美術品を円滑かつ効率的に購入することを目的とした基金を設置するた

め、条例を制定しようとするものである。 

条例の内容としては、第１条では設置目的、第２条では基金の額、第３条で

は基金の運用方法、第４条では基金の管理方法、第５条では基金の運用から生

じる収益の処理方法、第６条では財政上必要がある場合、基金の繰替運用がで

きること、第７条では条例の施行に関する必要事項の委任についてそれぞれ定
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めるものである。 

なお、この条例は、平成２６年４月１日から施行したいと考えている。 

次に、議案第１１号、「新居浜市消費税率及び地方消費税率の引上げに伴う関

係条例の整理に関する条例」の制定については、本議案は、平成２６年４月１

日から消費税率が８パーセントに引き上げられることに伴い、市が徴収する使

用料、手数料等のうち、確定申告を提出し、消費税を納付する必要があるもの

等について、その額等を改定しようとするものである。 

今回改正する関係条例は、｢新居浜市廃棄物の処理及び清掃に関する条例｣、

｢新居浜市商業振興施設設置及び管理条例」、「新居浜市下水道条例」、「新居浜市

水道事業給水条例」及び「新居浜市工業用水道事業管理及び給水に関する条例」

で、増税分を適正に転嫁することとしている。 

なお、この条例は、平成２６年４月１日から施行し、附則第２項から第７項

までに規定する経過措置により、それぞれ適用したいと考えている。 

次に、議案第１９号から議案第２８号までの、平成２６年度当初予算議案に

ついて、「平成２６年度当初予算(案)の概要」に沿って、一括して説明する。 

まず、予算規模は、一般会計については、４６８億１，６２７万８千円、対

前年度比で、７億３，４１２万６千円、１．５％の減とするものである。 

次に、特別会計については、３５３億２，１９２万円で、対前年度比３億１，

３９４万１千円、０．９％の増となっている。 

企業会計については、後ほど説明があるが、４１億４，３８８万７千円で、

２億６，８４７万６千円、６．１％の減、全会計では６億８，８６６万１千円、

０．８％の減となっている。 

次に、歳入の主な項目については、まず、個人市民税は、均等割額の５００

円引上げ等により、増加の見込みとなっており、法人市民税についても、輸出

環境の改善や経済対策等により増加の見込みとなっている。市民税全体では、

前年度当初予算との対比で、９,４１９万３千円、１.３％の増額を見込んでお

り、７１億２,４９３万７千円とするものである。 

固定資産税については、地価の下落傾向は続いているが、家屋・償却を合わ

せて、全体では、８，７２２万２千円、１．０％の増額を見込み、８７億９，

８７８万１千円とするものである。 

これらにより、市税全体では前年度比１．０％増の、１８２億６，４９４万

７千円とするものである。 

地方交付税については、地方財政計画において臨時財政対策債発行額が抑制

されたことなどにより、対前年度比で４億円、６．９％増の６１億８，０００

万円を見込んでいる。 

市債については、総合文化施設建設事業等の旧合併特例債や、別子山地区飲
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料水供給施設整備事業の過疎対策事業債、臨時財政対策債の減少などによって、

全体では、対前年度比で２２億４，８１０万円、３７．１％の減となる３８億

１，７９０万円を計上している。 

平成２６年度末の市債残高については、４９４億７,１４７万８千円で、平成

２５年度末の残高見込み（５０７億９，８９９万 8 千円）よりも１３億２，７

５２万円、２．６％減少するものと見込んでいる。 

また、「地方債依存度」については、８.２％と、前年度の１２.８％から４.

６ポイント低下している。 

歳入については、これらの他、国庫支出金が、市営住宅改善交付金や公営住

宅建替交付金の増などにより、１億４，１８０万７千円、２．２％増の、６５

億８，２７６万６千円、県支出金は、介護基盤緊急整備等臨時特例交付金の増

などにより、４億３，７３４万円、１５．７％の増となる、３２億２，８３５

万円を計上している。 

また、繰入金として、財政調整基金繰入金が、８億６,３４３万７千円の増、

文化振興基金繰入金が７億５,７７６万９千円の減などにより、繰入金全体で

は、８,４７６万９千円、３．６％増の２４億３，６７６万８千円を計上してい

る。 

歳出については、性質別に整理している。 

まず、人件費については、対前年度比１億７８４万３千円、１．４％減の７

８億２，９４７万円となっている。 

扶助費については、自立支援給付費などの増により、対前年度比１億３,８２

３万４千円、１．３％増の１０４億６,６１２万５千円になっている。 

次に、公債費については、対前年度比８，９１８万２千円、１．５％減の５

７億６，３１５万円となっている。 

次に、普通建設事業については、対前年度比２１億５，８３９万４千円、２

６．８％減の５８億８，８２２万２千円となっている。 

次に、繰出金については、公共下水道事業繰出金の増加などで、対前年度比

１億５，７６５万９千円、３．０％増の５４億５，９９２万４千円となってい

る。 

経費別予算については、まず、経常経費については、対前年度比２億３，３

９０万６千円、０．８％減の２８６億２，３００万５千円、構成比は６１．１％

となっている。 

次に、施策費については、対前年度比１６億６，６９５万円、１５．７％増

の１２２億７,１５２万７千円、構成比は２６.２％となっている。 

次に、公共事業については、対前年度比２３億５１１万８千円、４１．８％

減の３２億９５３万６千円、構成比は６．９％となっている。 
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単独事業費については、対前年度比１億４，０５８万１千円、５．６％増の

２６億７，２５４万３千円、構成比は５．７％となっている。 

次に、災害復旧費については、対前年度比２６３万３千円、６．２％減の３，

９６６万７千円、構成比は０．１％となっている。 

次に、議案第３１号から議案第３５号までの予算議案５件について説明する。 

今回の補正予算の規模については、一般会計補正予算は、生活路線維持運

行対策費等の施策費、公共事業、単独事業及び経常経費の過不足に

ついて予算措置するもので、３，４３７万６千円を減額し、補正後の予算総額

を歳入、歳出それぞれ４８０億１２０万５千円とするものである。 

これを前年度同期と比較すると、５億６，７９８万円、１．２％の減となっ

ている。 

特別会計については、渡海船事業特別会計など４つの特別会計の補正となっ

ている。 

一般会計補正予算の主な事業について説明する。 

まず、施策事業では、「中小企業振興対策費」は、国庫補助事業である「商店

街まちづくり事業」を活用した商店街の街路灯のＬＥＤ化を進める事業等に対

して、補助金を追加するものである。 

「生活路線維持運行対策費」については、路線バスの運行実績がまとまり、

補助金額が確定したことによる、補助金の追加である。 

これらにより、施策事業費は、６８万３千円の追加となっている。 

次に、経常経費では、「公共施設整備基金積立金」については、市税収入の見

込み増による増収分を積立するものである。 

このほか、事業費の過不足清算などにより、経常経費は、１億３，４７８万

６千円の追加となっている。 

公共事業費及び単独事業費については、入札減少金による事業費の減額など

の過不足清算により、公共事業費が９，７５０万６千円の減額、単独事業費が

７，２３３万９千円の減額となっている。 

これらを賄う財源は、財産収入、寄附金などの特定財源のほか、市税などを

一般財源として充当し、国庫支出金、市債、財政調整基金繰入金などを減額す

るものである。 

特別会計については、渡海船事業特別会計は、国庫支出金を財源充当するも

のである。 

公共下水道事業特別会計は、長期債の利率確定による利子の減額などについ

て予算措置するもので、１，５００万円を減額するものである。 

国民健康保険事業特別会計については、給付費、償還金などの過不足清算に

ついて予算措置するもので、１億９４４万８千円を減額するものである。 
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介護保険事業特別会計については、介護保険システム改修費及び介護給付費

準備基金についての利子積立金を予算措置するもので、２３５万７千円を追加

するものである。 

２月補正予算の概要については、以上で、国の平成２５年度補正予算による

追加公共事業として内示・交付決定が予定されている事業に関して、現在追加

補正予算の編成作業を行っているところである。 

これらについては、２月議会の最終日に追加提案する予定である。 

 

教育委員会からは、議案第１０号「新居浜市社会教育委員設置条例の一部を

改正する条例」の制定について、説明する。 

 改正の理由については、平成２５年６月に第３次一括法が公布され、社会教

育法の一部が改正されたことに伴い、社会教育委員の委嘱の基準が文部科学省

令で定める基準を参酌し、条例で定めることになったため、条例の一部を改正

しようとするものである。 

 改正の内容については、第２条において、委員は、文部科学省令で定める新

基準に準じまして、学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する

活動を行う者並びに学識経験のある者の中から新居浜市教育委員会が委嘱しよ

うとするものである。 

 また、委員定数については、これまで１５人としているものを、すう勢に応

じ柔軟な対応が可能となるように、１５人以内に改正しようとするものである。 

 なお、この条例は、社会教育法の改正が平成２６年４月１日に施行に合わせ、

同日から施行したいと考えている。 

  

経済部からは、議案第１２号から第１５号までの４件について、説明する。 

まず、議案第１２号「新居浜市中小企業振興条例の一部を改正する条例」の

制定については、現行の中小企業振興条例は、本年３月３１日をもって失効と

なるが、中小企業に対する補助制度の見直し等を行うとともに、平成２８年度

まで期間を延長することにより、中小企業の経営の安定、雇用の促進等を図っ

てまいりたいと考えている。 

改正の主な内容については、まず、第６条に「新事業の展開事業に対する補

助」を新設するもので、中小企業者が競争力を強化するために、新たな取組み

を実施したとき、事業可能性調査や市場調査等に要する費用に対し、補助しよ

うとするものである。補助率は１００分の５０以内、補助限度額は１００万円

とするものである。 

 次に、第７条については、産学連携の促進を図るため、共同研究事業の補助

限度額を７５万円から１００万円に引き上げるものである。 
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 次に、第１１条については、販路開拓支援を拡充するため、補助対象に「新

居浜ものづくりブランド認定製品等」を追加し、補助限度額を５０万円から１

００万円に引き上げるものである。 

 次に、第１２条については、中小企業者の設備投資支援を拡充するため、補

助限度額を１００万円から２００万円に引き上げるものである。 

 次に、第１３条については、新卒者の市内企業への就職支援を図るため、市

内高等学校や新居浜高専等の新卒者を雇用した場合には、「１人の雇用」であっ

ても補助制度の対象とするものである。 

なお、この条例は、附則第１項の改正規定を除き、平成２６年４月１日から

施行したいと考えている。 

次に、議案第１３号「新居浜市企業立地促進条例の一部を改正する条例」の

制定については、現行の企業立地促進条例は、本年３月３１日をもって失効と

なるが、企業立地に対する奨励措置の拡大や新たな奨励措置を設けるとともに、

平成２８年度まで期間を延長することにより、本市の産業の振興と雇用の拡大

を図ってまいりたいと考えている。 

改正の主な内容については、まず、第４条については、本市経済の持続的発

展には、今後の社会経済情勢や本市の強みを活かした企業の立地や育成が重要

であることから、新たな奨励措置として、成長分野促進奨励金を設けようとす

るものである。 

また、低炭素型事業促進奨励金については、成長分野促進奨励金へ統合でき

ること、環境保全施設等奨励金については、工場立地法に基づく市独自の準則

を設けたこと等により廃止しようとするものある。 

次に、第１１条については、単年度の奨励金交付額の限度を「５，０００万

円」から「１億円」に引き上げようとするものである。 

次に、別表については、まず、企業立地促進奨励金については、４つの交付

要件を２つにしようとするもので、「新規雇用従業員が２０人（中小企業者にあ

っては１０人）未満のとき」は、奨励金の額を「市が評価した額の１００分の

２．８以内の額」にするとともに、奨励金の限度額を「３億円」から「５億円」

に改め、制度の拡大を行おうとするものである。 

次に、今回新たに設けようとする成長分野促進奨励金については、交付要件

としては、「規則で定める成長分野に関連する事業の展開に伴う企業の立地をし

たとき」に奨励金を交付することとし、奨励金の額については、「市が評価した

額の１００分の２．８以内の額」、限度額を「２億円」にしようとするものであ

る。 

なお、成長分野については、「環境・エネルギー」、「先端部素材」、「医療・介

護・健康」に関連する分野を想定している。 
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次に、雇用促進奨励金については、奨励金の限度額を「３，０００万円」か

ら「５，０００万円」に引き上げ、制度の拡大を行おうとするものである。 

なお、この条例は、附則第１項の改正規定を除き、平成２６年４月１日から

施行したいと考えている。 

次に、議案第１４号「新居浜市ものづくり産業振興基金条例」の制定につい

ては、ものづくり産業の振興を図るために、ものづくり産業振興センターの設

置や新居浜ものづくりブランドの認定等、各種施策を展開しているところで、

今回、地元産業界から財政的支援に対する協力の申し出があったことから、も

のづくり産業の振興を図るための事業実施に必要な財源に充てることを目的と

した「ものづくり産業振興基金」を設置しようとするものである。 

条例の内容としては、第１条の設置目的から第７条の条例の施行に関する必

要な事項の委任についてそれぞれ定めるものである。 

なお、この条例は、平成２６年４月１日から施行したいと考えている。 

 

議案第１７号「新居浜市水道事業等の利益及び資本剰余金の処分等に関する

条例」及び予算議案について説明する。 

地方公営企業の会計制度については、その経営の自由度を拡大させること、

及び財務実体を民間企業並みに明確にすることを目的として、平成２３年５月、

第１次一括法による地方公営企業法の一部改正等により、大幅な見直しが行わ

れている。 

この会計制度の改正内容は、「資本制度の見直し」、「会計基準の見直し」等に

大別されており、そのうち、利益及び資本剰余金の処分、欠損の処理等、「資本

制度の見直し」に関する部分については、平成２４年４月１日から施行されて

いるところである。 

本議案は、会計制度の見直しのうち、「会計基準の見直し」に伴う減債積立金

使用額等の資本金への組入れに関する事項を始め、「資本制度の見直し」に伴う

利益及び資本剰余金の処分、欠損の処理等、これまで決算の認定に併せて議決

を受けていた事項について、条例で定めようとするものである。 

条例の内容については、第１条は、条例の目的、第２条は、利益の処分の方

法及び積立金の取崩し、第３条は、資本剰余金の処分等、第４条は、欠損の処

理についてそれぞれ定めている。 

なお、この条例は、平成２６年４月１日から施行したいと考えている。 

次に、議案第２９号、平成２６年度新居浜市水道事業会計予算については、

業務の予定量は、給水戸数が、平成２５年度末推計値から３１１戸増の５４，

０９５戸、年間給水量は、前年度比１．５％増となる年間 約１，４０２万㎥、

年間水道料金収入も、２．６％増の１６億５，９４７万８千円、建設改良事業
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費は、前年度比２４.４％減の１４億８，２１４万５千円を予定している。 

重点項目としては、 

１．配水池等整備事業として新山根配水池整備に総額４億 ６,３４０万円、金

子山配水池、滝の宮送水場整備に関する設計業務委託に３，９００万円。 

２．配水管等整備事業として、１１号バイパス関係や下水道関連に伴う配水管

の布設替など、配水管等更新・耐震化工事及び平成２４年度に導入した管路台

帳システムを活用して管路更新計画策定の委託など６億１，８１０万円を計上

している。 

 次に、２５・２６年度企業会計予算対比では、水道事業会計の、「収益的収入

及び支出」については、事業収益が ４７億３，３０７万３千円に対して、経営

に要する事業費用は１９億２，１７０万４千円となっており、昨年度と比較し

て、事業収益及び事業費用共に大幅に予算額が増加している。この要因につい

ては、議案第１７号で説明した地方公営企業の会計制度の改正によるもので、

資本剰余金として計上していた、国・県・工事負担金・受贈財産評価額等が制

度改正により、繰延収益として整理されたものである。この結果、経過年数に

応じ年度毎に順次収益化していくものが、制度改正初年度である今年について

は、特別利益として一度に収益化しなければならなかったため、みかけ上の収

益が大幅に増加している。一方、歳出についても、今回の制度改正で計上する

ことが義務付けられた、退職給付引当金・賞与引当金・貸倒引当金などの各種

引当金について、特別損失として一度に計上したため、予算額が増加している。 

「資本的収入および支出」については、企業債、分担金など６億２，２６２

万３千円の収入に対し、支出は、建設改良費、企業債償還金の１８億６５０万

３千円で、差引 １１億８，３８８万円の不足を損益勘定留保資金等で補てんす

るものである。 

水道事業会計全体としては、支出ベースで、３７億 ２,８２０万７千円とな

っている。 

続いて、議案第３０号、平成２６年度新居浜市工業用水道事業会計予算につ

いては、工業用水道事業会計の、「業務の予定量」は、前年度と同様に、住友企

業３事業所への、年間１，５７３万３，６００㎥としており、建設改良事業（施

設整備計画）は１億４，５７０万５千円を予定している。 

重点項目は、新田橋架け替えに伴う関連工事や水管橋の防食工事に５，５０

５万５千円、工業用水道更新のための基本計画策定委託に２,３４９万６千円を

予定している。 

次に、２５・２６年度企業会計予算対比では、工業用水道事業会計の、「収益

的収入及び支出」については、事業収益２億９，４１２万９千円、事業費用 ２

億６，３１７万２千円で、こちらも水道事業会計と同様に、制度改正により大
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幅に予算額が増加している。 

「資本的収支」については、収入として企業債７千万円他の８,９９８万円で、

支出は建設改良費等の 1 億５，２５０万８千円で、差引不足額６，２５２万８

千円を、損益勘定留保資金等で補てんするものである。 

工業用水事業会計全体としては、支出ベースで、４億１，５６８万円となり、

企業会計全体では、同じく支出ベースで４１億４，３８８万７千円となってい

る。 

 

 福祉部からは、追加提出予定の２件について説明する。 

まず、専決処分の報告については、損害賠償の額の決定についてで、１月１

７日午後４時３０分頃、市役所第２駐車場において、公用車が駐車しようと後

進した際、駐車中の普通自動車と接触し、損傷した事故に係る損害賠償の額を

決定することを、地方自治法第１８０条第１項の規定により専決処分するもの

で、同条第２項の規定により議会に報告するものである。  

次に、「市有財産の無償譲渡」については、平成２４年１２月の市議会定例会

において、新居浜市立くすのき園を平成２６年３月３１日限り廃止し、民間移

管するための「新居浜市立障害者支援施設設置及び管理条例を廃止する条例」

が可決され、同年４月１日から施行されることに伴い、くすのき園の建物を、同

日をもって移管先法人に対し、無償で譲渡しようとするものである。 

まず、譲渡する建物は、鉄筋コンクリート造陸屋根・スレートぶき２階建の

養護所、鉄筋コンクリート造鋼板ぶき平家建の倉庫等で、附帯する設備等を含

んでおり、これらの建物は、平成６年２月以降に建築したもので、固定資産税

の仮評価額にすると、養護所が約１億２，８０４万円、倉庫が２棟で約３３５

万円、作業所が２棟で約９７８万円、物置が約９万円となる。 

また、くすのき園の敷地、約７，５４２平方メートルの土地については、「新

居浜市財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例」第４条第１号の規定によ

り無償で貸与し、備品等の物品については、同条例第６条第１号の規定により

無償で譲渡したいと考えている。 

次に、譲渡の相手方は、くすのき園の民営化に伴い、平成２５年１月に移管

先となる法人を公募し、同年２月に開催した「新居浜市立障害者支援施設移管

先事業者選定委員会」における審査により、移管先事業者の候補者として選定

された「社会福祉法人わかば会」で、現在、指定管理者として、くすのき園を

運営しているところである。 

最後に、無償譲渡に当っては、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律第５条第１２項に規定する障害者支援施設の用途に供するこ

とを条件として、当該用途に供しなくなったときは、原状に回復し、本市に返
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還すること等を内容とする市有財産譲与契約を、また、土地についても、市有

財産使用貸借契約をそれぞれ締結し、市民の大切な財産を、良質な障害福祉サ

ービスの提供と安定した施設運営のために、継続して障害福祉の業務の用に供

する財産として使用していただくこととしている。 

 なお、この議案については、議会初日に上程できるよう準備をすすめてきた

が、平成２２年建設の作業所の建設のために充当した「きめ細かな交付金」に

つきまして、現在、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」（以下

「適化法」という。） による財産処分の承認手続中のため、追加議案として上

程することとしている。 

 

管理職手当の改定は規則の改定か。 

 

管理職手当の改正は、規則の改正にとどまるもので、現在、ご存じのように

５５歳を超える職員は、昇給停止あるいは、給料１．５%カットなど、厳しい状

態が続いているが、責任だけが重くなる管理職となっており、今後の士気高揚

や、誰もが管理職を目指したいと思えるよう、組織活力の向上を図るため、管

理職手当を改正するものである。 

改正の内容としては、類似都市の例も参考に、部長級については「７０，５

００円」を「８８，０００円」に、次長級については「５７，８００円」を「６

６，０００円」、課長級については、「５０，５００円」を「５７，０００円」

に、主技幹級については「４５，８００円」を「４７，０００円」に改正する

ものである。副課長級については、他市と比較しても、低い状況ではないため

「３９，５００円」を据え置くものである。 

 

次に、「市税の歳入見込みについて」総務部から説明をお願いする。 

 

それでは、市税の歳入見通しについて説明する。 

平成２４年度の市税については、景気の後退を受け、調定額が約１９５億２，

３００万円、収入額が約１８５億５，７００万円と、前年より約３億９，５０

０万円のマイナスである。 

平成２５年度は、アメリカ経済の復調及び東南アジア経済の成長により、輸

出企業を中心に国内経済も上向き始めているが、地方及び中小企業への波及効

果はいまだ進展していないため、法人市民税の税収が減少している。 

また、固定資産税の税収はやや回復傾向にあるものの、宅地の評価額の下落

及び減価償却による減額等により、落ち込んでいるが、都市計画税については、

課税区域拡大により増収が見込まれている。 
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このようなことから、平成２５年度決算見込額の合計欄にあるとおり、調定

額ベースで約１９５億７，９００万円、収入額ベースでは約１８７億１，００

０万円を見込んでおり、平成２４年度決算額と比較して、調定額で約５千５０

０万円、収入額で約１億５，２００万円の増収となる見込みとなっている。 

 次に、平成２６年度の税収見込みについては、消費税増税による景気の下振

れ懸念及び株式・為替市場の変動など、景気の先ゆきが不透明なことから、法

人市民税が落ち込むものと懸念している。 

このようなことから、調定額で約１８９億８，８００万円、収入額で約１８

２億６，４００万円を見込んでおり、平成２５年度決算見込額と比較しても、

調定額で約５億９，０００万円、収入額では約４億４，５００万円の減収とな

る見込みである。 

それでは、税目毎に現年度課税分について、平成２５年度、２６年度の調定

額ベースでの見込みの概要を説明する。 

なお、見込額算定における前提条件として、このほど発表されました平成２

６年度税制改正大綱（案）に基づく税制改正を織り込んで、見込額を算定して

いる。 

まず、個人市民税については、平成２５年度は、税制面では退職所得に係る

税額控除の廃止が施行されたものの税収に大きく影響する改正はなく、調定見

込額は平成２４年度決算額に対し、ほぼ同額の約５５億７，９００万円になる

と見込んでいる。 

平成２６年度は、税制面での大きな改正として、東日本大震災からの復興や

防災の施策に要する費用の財源を確保するための臨時措置として、均等割税額

の改正及び給与等の収入金額が１，５００万円を超える場合の給与所得控除の

改正が行われ、一方所得については、国内経済も上向き始めたものの、地方及

び中小企業への波及効果はいまだ進展していないことから、引き続き給与所得

や営業所得等の足踏み状態が見込まれ、所得推計にあたり平成２５年の春闘・

各経済研究所の賞与等の統計資料などを加味した結果、個人市民税は２５年度

決算調定見込額の約０．３％減の約５５億６，４００万円を見込んでいる。 

 次に、法人市民税については、平成２４年度に法人税率を、現行３０％から

２５．５％に引き下げる改正が行われ、平成２５年度からその影響を受けてい

る。 

平成２５年度は、円安や日銀の大胆な金融政策などを背景に株価も上昇を見

せたことから、一部企業において業績の回復が見られたが、多くの企業では波

及効果が未だ現れず昨年同様厳しい業績が続いており、法人市民税の減税もあ

って法人市民税の税収は減少しており、平成２４年度決算調定額の約２．９％

減の約２０億４，２００万円を見込んでいる。 
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平成２６年度の見通しとしては、平成２６年４月に予定されている消費税率

の引き上げにより景気回復が腰折れする懸念もあり、インドの景気減速など、

世界経済をけん引してきた新興国の経済状況にも変化が表れ始めていることか

ら楽観視できる状況にないため、法人市民税額の調定見込額としては、平成２

５年度決算調定見込額の約２３．４％減の約１５億６，５００万円を見込んで

いる。 

法人市民税の特に法人税割額については、景気動向、企業業績により大きく

変動し、税収を大きく左右するものとなっている。 

まず、住友３社の法人税割調定額については、平成２５年度実績では大幅に

増加しているが、平成２６年度の税収見込み調査の回答によると、税額が減少

する見込となっている。 

また、住友関連各社への見込調査においては、減少見込の回答が大半を占め

ている。 

なお、その他の主要企業においては、同様の調査を行ったところ、経済情勢

回復の影響が見られる業種もあり、本年度より調定額が増加する傾向であるこ

とから、見込数値として約１０％増で算定している。 

このようなことから、平成２６年度の法人市民税税割額の調定見込額は、約

１２億３，３００万円となり、厳しい見込みとなっている。 

次に、軽自動車税は、平成２５年度は、引き続き税率の高い軽四乗用車がわ

ずかに増加する見込みのため、２４年度決算調定額の約２．１６％増の約２億

７，７００万円。 

また、平成２６年度についても、平成２５年度決算調定見込額の約２．１３％

増の約２億８，３００万円を見込んでいる。 

次に、たばこ税については、平成２５年度は東日本大震災による出荷停止等

の影響が解消されたものの禁煙志向の強まりによる減少から、売上本数は前年

比約０.７%減の約１億８，２００万本となる見込みである。調定額は、平成２

５年４月１日から県のたばこ税の一部が市たばこ税に移譲されたことから、２

４年度決算額の約１２％増の約９億２，０００万円を見込んでいる。 

平成２６年度は、公共施設や交通機関、飲食店での一層の禁煙推進や喫煙者

数の減少など、消費本数がさらに減少すると予想されることから調定額は、平

成２５年度決算見込額の約５．０％減の約８億７，４００万円を見込んでいる。 

次に、入湯税は、納税者が市内に１社であり平成２５年度見込額約４７万円、

平成２６年度見込みは、約４３万円としている。 

次に、固定資産税については、平成２６年度税制改正大綱（案）において税

額に影響する大幅な見直しはなく、平成２６年度調定見込額は、総額で約８７

億７,７００万円を、収入見込額は約８６億８,０００万円を見込んでいる。 
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まず、土地については、地価が平成５年以降連続して下落しており、平成２

５年度地価公示の全用途評価変動率はマイナス２．１％(２４年度はマイナス

２．９％)と下落幅はやや縮小しているものの下落していることから、平成２５

年度決算調定見込額から０.４９％減の約３１億４,０００万円と見込んでい

る。 

次に、家屋については、平成２５年中の新増築、滅失家屋の調査の結果、平

成２５年度決算調定見込額から３.３５％増の約３１億３,２００万円と見込ん

でいる。 

償却資産については、住友関連企業等への調査の結果、減価償却等による税

額の減少を維持する程度の設備投資しか期待されず、平成２５年度決算調定見

込額から０.２７％増の約２５億３００万円と見込んでいる。 

次に、都市計画税の平成２６年度調定見込額は、総額で約１１億８,１００万

円を、収入見込額は、約１１億６,８００万円を見込んでいる。固定資産税と同

様の増減が見込まれるが、平成２５年度決算調定見込額から、土地については、

０.８５％減の約６億５,1００万円、家屋については、３.０６％増の約５億３,

０００万円と見込んでいる。 

最後に、徴収率設定については、今まで調定額ベースで説明したが、調定見

込み額に徴収率見込みを乗じた収入見込み額が実際の税収見込みとなる。現時

点での徴収率を基準に、税目ごとの徴収率を予測し、設定している。 

平成２５年度については、資料の決算見込額の率の欄ですが、現年課税分は、

現時点での各税目において大きな変動が無く、多少の増減はあるものの前年度

と同率の９８．８０％を見込んでいる。 

また、滞納繰越分については、11月末時点での昨年度比は個人市民税が２．

７３％の増、法人市民税が０．７５％の減、固定資産税が５．７２％の増、軽

自動車税が１．１５％の増、合計３．８７％の増で、引き続き徴収強化を進め

ることから滞納繰越分の徴収率を昨年度比で１．１１％増の２７．８１％に、

市税全体の徴収率としては、昨年度比で０．５２％増の９５．５７％を見込ん

でいる。 

 平成２６年度については、平成２５年度決算見込みを基準に税目ごとに予測

した徴収率から算出いたしている。引き続き徴収強化を進めて行くことから、

９８．８３％と見込んでいる。 

また、滞納繰越分については、差押や差押物件の公売実施等、更なる徴収強

化を目指すため３０．１６％と見込み、全体では９６．１９％を見込んでいる。 

収入額ベースでは、平成２５年度収入額は、現年課税分の都市計画税の課税

区域の拡大があったことなどから、昨年度比約１億７，６００万円の増額とな

る見込みで、滞納繰越分を含めた市税全体では、昨年度比約１億５，３００万
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円増の約１８７億１，０００万円を見込んでいる。 

平成２６年度収入額は、現年課税分については、法人市民税が調定額の減額

に伴い約４億１，８００万円の減額となり、全体では約１８０億４，４００万

円の見込みとなっており、滞納繰越分を含めますと、平成２５年度収入見込額

に比べ約４億４，６００万円減額の約１８２億６，４００万円の見込みである。 

 

 平成２６年度の市県民税の普通徴収は、この金額の中でどれくらいを占める

のか。というのは、収納代理の関係で、収納手数料を支払う必要があるが、前

納報奨金が廃止になると４回分けて支払う方が増えることが想定され、資金不

足が生じる可能がある。 

 

現在、資料はないので、後ほど、件数等確認し、連絡する。 

 

次の議題の「平成２６年度施政方針（案）について」施政方針の概要版は、

既に皆さんに見ていただいているので、これで決定したいと思います。 

本日の議題は以上です。 

  

連絡事項 

「平成２６年度定員管理計画について」 

総務部長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２６年度の定員管理計画について説明する。 

 平成２６年４月１日の職員数は、８９４人を予定している。この人数は、平

成２５年度当初の８９４人と同数で増減なしとなっている。内訳としては、退

職者が定年退職をはじめ勧奨・自己都合などの退職予定を含め３２人に対して、

本年４月１日の新規採用が２８人、新規のフルタイム再任用が４人となってい

る。平成２６年度の定員管理については、第五次長期総合計画として予定して

いる事業の着実な達成、法令改正に伴う事務事業、愛媛国体に向けた体制整備

など、各部局における行政需要に適切に対応できるよう、限られた人員の中で

考慮した。 

 平成２６年度の定員管理では、各部局から４２人の増員要望があったが、一

部の課所での増員しか出来ていない状況になっている。これは、予定外の退職、

新規採用職員の採用辞退などが要因としてあるが、その対応として、再任用短

時間職員や臨時職員等を有効配置することにより、適切な業務遂行を図ること

としている。 

 それでは、部局ごとに変更のあった課所について説明するが、各部局長にお

いては、限られた人材を、より効果効率的に活用していただくようにお願いい

する。 
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 まず、企画部については、総合文化施設準備室に施設の供用開始に向けて１

人の増員、新たな組織としての国体推進室には３人の職員を配置する。 

 総務部については、人事課に休職者の人事課付けに伴う１人の増員、収税課

が滞納整理機構への派遣終了に伴い１人の減員とする。 

 福祉部については、「健康長寿施策」を担当する部付次長を１人配置、児童福

祉課から名称変更となる子育て支援課は、子育て新支援制度への移行業務に対

応するため１人の増員とする。 

 市民部については、人権擁護課が１人の定員減、市民課はワンストップサー

ビスの検討に合わせて２人の減員、上部支所も同様に１人の減員、防災安全課

が南海トラフ地震関係の業務に対応するため１人の増員とする。 

 環境部については、下水道建設課はポンプ場改築更新等への対応のため１人

の増員、環境施設課の衛生センターに欠員補充として１人の増員とする。 

 経済部については、職員数の増減はありません。 

 建設部については、都市計画課が区画整理課の廃課及び駅周辺整備事業等へ

対応するため４人の増員、用地課は１人の定員減とする。なお、区画整理課は、

都市計画課への係としての移行に伴い０人とする。 

教育委員会については、スポーツ文化課が国体準備係の廃止に伴い１人の減

員、幼稚園がクラス担任の正規化により１人の増員、小学校が調理員の不補充

により１人の減員とする。 

 消防本部については、総数での職員数の増減はありません。 

 水道局については、職員数の増減はありません。 

 また、出納室、議会事務局、農業委員会事務局、選挙管理委員会事務局、監

査委員事務局、港務局及び土地開発公社についても、職員数の増減はありませ

ん。 

 以上説明したが、予定外退職等により正規職員の配置が変更される場合もあ

る。 

また、不明な点は、人事課へ問い合わせをお願いする。 

 なお、部局内での課の人員は、部局長の権限で変更して構いませんが、変更

内容を人事課へ文書で２月２０日までに提出をお願いする。庁議終了後、各部

局長には全体の定員管理計画をメールで送付するが、他部局の分については、

取り扱いに注意をお願いする。 

 

総務部長からも説明があったが、予定外の退職者が増えたこと、また、予定

外の新規採用辞退者が出たことなど、結果的に前年から増なしいう形になり、

各部局からの要望にお応えできず大変だと思うが、来年１年何とか乗り切って

いただきたい。来年度の職員採用については、もう少しゆとりを持って対応し
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たいと考えている。 

他に連絡事項はないか。 

 

休会中の常任委員会における案件の取扱いについて、今回１月の常任委員会

の案件に、当初予算に上がる予定の内容についての項目があった。今後、そう

いった項目については、議会の方に、「今の段階ではお答えできません。」とお

断りをするよう、今後の休会中の常任委員会の対応についてお願いする。 

 

他にないようなら、これで第８回庁議を終了する。 

 

 


